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１　調査の背景

農業従事者の減少や高齢化、大雨・高温
など異常気象の頻発化、コロナ禍やロシア
のウクライナ侵攻などによるグローバルサ
プライチェーンの混乱などの諸課題によ
り、わが国の農業・食品産業は大きな転換
点を迎えている。
昨年は、食料・農業・農村政策の理念と
施策の方向性を示す法律である「食料・農
業・農村基本法」が制定以来25年ぶりに
改正され、「食料の安定供給」に代えて、「食
料安全保障の確保」が基本理念の一つとし
て新たに位置付けられた。国内で生産でき
るものはなるべく国内で生産し、かつ、消
費者の皆さまに安定的に届けていくことが
求められている。
野菜については、国内での消費量のうち、
家計消費用が約４割、加工・業務用が約６
割を占めている。家計消費用はほぼ100％
が国産であるのに対し、加工・業務用につ
いては、国内産地が実需者の求める安定供
給などのニーズに必ずしも十分に応え切れ
ていないことから、輸入品が徐々にその
シェアを伸ばしており、現在では約３割を
輸入が占めている状況にある。
加工・業務用野菜の国産シェア奪還に
は、国産原料の周年安定供給を実現するこ

とが喫緊の課題であるが、この実現には、
主な加工・業務用野菜産地における出荷時
期の間に存在する端境期に出荷が可能な新
規産地を形成してその隙間を埋め、産地間
でリレー出荷を実現することや、栽培適期
に多めに栽培し、余剰分を冷凍した上で端
境期に出荷するなど、切れ目のない国産の
加工・業務用野菜の周年供給体制の構築が
必要である（図１）。
そこで、輸入品が約３割を占める加工・
業務用野菜の国産シェア奪還に向けた検討
の一助とすべく、農林水産省は「令和６年
度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向
けたサプライチェーン強靱化のための品目
別課題調査委託事業」を立ち上げ、特に力
を入れてシェア奪還を進めるべき主要な品
目について、状況の分析や課題の検討を行
うとともに、全国の生産者や関係団体など
に向けて情報発信を行うことを目的に調査
を実施した。

　調査・報告

農林水産省　農産局　園芸作物課　園芸流通加工対策室係長　鵜澤　正克

加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向けた
品目別課題調査について
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２　調査概要

輸入量が多い品目の中で、価格差や用途
面から国産品への切り替えが期待できる７
品目（たまねぎ、にんじん、ねぎ、かぼちゃ、
えだまめ、ブロッコリーおよびほうれんそ
う。以下「主要７品目」という）において、
１）国内における加工・業務用野菜の生産
に関する調査（生産量、生産時期、主要産
地、生産課題など）、２）国内における加工・
業務用野菜の製造加工および流通に関する
調査（加工状況、加工（特に冷凍）におけ
る課題、流通状況、流通経路、流通課題な
ど）、３）加工・業務用野菜の輸入に関す
る調査（輸入国、輸入量、輸入時期、輸入
価格、国産品の優位性、輸入課題など）を
行うこととし、統計データなどを用いて分
析を行った。
また、国産野菜シェア奪還プロジェクト
推進協議会員（食品製造業者、食品小売業
者、外食産業者、卸売業者）を中心に、該
当する品目の輸入量、輸入額、輸入品の形

態、輸入理由や、国産品の利用割合、国産
品の利用への課題、加工機械の所有の有無、
産地と連携した調達体制・産地形成支援へ
の取組などについてアンケートを行い、そ
の結果も分析に活用した。
その上で、加工・業務用野菜の国産シェ
ア奪還に資する情報発信を行うことを目的
に、上記調査の結果を取りまとめた冊子を
作成し、全国の生産者や関係団体などへ向
けた加工・業務用野菜に関するシンポジウ
ムを開催するとともに（後述）、当該冊子
をシンポジウム参加者に対して配布した。

３　調査結果

主要７品目の品目ごとの状況・課題につ
いては、アンケート結果などを踏まえて、
それぞれ取りまとめた。一例として、たま
ねぎについての取りまとめを以下に抜粋す
る。

図１　加工・業務用野菜　現状および将来の需要量のイメージ
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たまねぎ
サマリー

輸入状況

形態

国産への切り替え

 加工・業務用のうち、国産品が約３割、輸入品が約７割との結果が得られた。
 北海道を中心に産地リレーされているが、需要に応じた生産ができていないため、年間を通じて安定供給
可能な輸入品が選択されていると推測される。
実需者が求める品質の加工・業務用たまねぎの増産をしたほうがよいのではないか。

 輸入形態は生鮮である。
 全業種で「原体」での仕入れが最も多いが、食品製造業及び食品卸売業では、「皮むき」での仕入れも
多く、剥きたまねぎの需要があると推測される。

 加工機械を所有している企業は50%であり、カット、皮むき、冷凍等に対応できる設備があるとのこと。
剥きたまねぎ加工場を増設し、複数の生産者からまとまった量を取り扱うことで、実需者が必要とする
用途・価格で提供できるのではないか。

 国産品と輸入品の価格差が１～２倍程であり、国産品の価格変動が大きい。
 国産品の利用における課題について、値段が高い、安定供給性に欠けるという回答が多く、ダイスカットだ
けでなく、スライスなど別のカット製品も使用したいとの声もあった。
コスト差は以前と比べて縮小しているが、今以上に国産シェアを増大させるためには、不作時における
定量・定品質の供給に課題がある。また、生産者から「定量・定品質の課題に対してはスマート農機
の導入が図られれば、切り替えがさらに進展する」という声が聞かれた。

• 国内流通量（市場内）及び輸入量の合計について、58千t/月から75千t/月で推移している。
• 加工・業務用野菜における調達割合は、輸入が68％で最も多く、次いで国産（市場内調達）が26％である。
国産（市場外調達）は６％で、輸入量の1/10程度であるとの結果が得られた。

国内流通量（市場内）及び輸入量の推移（2023年） 加工・業務用野菜における調達量の割合
（2023年,n=12）

出典：農林水産省「青果物卸売市場調査報告」、
農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）

出典：農林水産省「令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向け
たサプライチェーン強靱化のための品目別課題調査」におけるアンケート
結果より、各社の調達先別調達量の積み上げにより算出
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• 調達形態について、全業種で「原体」での仕入れが最も多いが、食品製造業及び食品卸売業では「皮むき」での
仕入れも多く、剥きたまねぎの需要があると推測される。

• 加工機械を所有している企業は50%であり、カット、皮むき、冷凍等に対応できる設備があるとのこと。

出典：農林水産省「令和３年度加工・業務用野菜の実需者ニーズに関する
意識・意向調査結果」を組替集計したもの

※サンプル数が少ない業態もあるため、一概に業態の傾向を示したものではない。

 各社で所有している加工機械については、以下のようなものが挙げられた。
・たまねぎに特化した機械の例
皮むき器、専用（輪切り）スライサー、ダイサー、ボイル層
・共有設備の例
ブランチャー、ダイサー、スライサー、コミトロール（切断機）、凍結機
・委託先で使用している機械
ダイスカット機、スライサー、IQF凍結機ほか

出典：農林水産省「令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向け
たサプライチェーン強靱化のための品目別課題調査」におけるアンケート
結果より作成
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• 国内の卸売量について、北海道を中心に産地リレーされている。
• 輸入量について、年間を通じて一定量を輸入しており、特に国内卸売量が比較的少ない11月、12月に多い傾
向が見られる。

産地別の国内卸売量（2023年） 輸入量【生鮮】（2023年）

出典：農畜産業振興機構「ベジ探」（原資料：財務省「貿易統計」）出典：農林水産省「青果物卸売市場調査報告」
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資料：令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向けたサプライチェーン強靱化のための品目別課題調査

• 国産の利用意向については、全業種で国産品を増やしていきたいという意向がある事業者が存在。
• 国産品と輸入品の価格差が１～２倍程であり、国産品の価格変動が大きい。

出典：農林水産省「令和３年度加工・業務用野菜の実需者ニーズに関する
意識・意向調査結果」を組替集計したもの

※サンプル数が少ない業種もあるため、一概に業種の傾向を示したものではない。

国内単価と輸入単価の比較（2023年）

出典：農林水産省「青果物卸売市場調査報告」、
財務省「貿易統計」
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※国内（市場内）：国内市場内取引単価を示すものであり、
 契約取引単価ではない。

• 国産品の利用における課題は「値段が高い」「安定供給性に欠ける」という回答が多かった。
• その他「今後はダイスカットだけでなく、スライスなど別のカット製品も使用したい」「作柄により業務加工用の供給
量が増減し、安定した供給が保証出来ていない」という声も寄せられた。

出典：農林水産省「令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向け
たサプライチェーン強靱化のための品目別課題調査」におけるアンケート
結果より作成

【その他各者から寄せられた意見】
・内外価格差が２倍以上あり、現状では国内で使用量
の多い大手外食においてコストメリットが全く出ないため、
国産は使用されにくい。また、生産コストの上昇を理論
立て説明できる出荷者が少ない（天候不順による相場
高と再生産価格を混同して論じられることが多い）。現
在は円安による輸出メリット（特に、北海道産）を享受
しながらも、国内向け販売への重要性（食料安全保
障）に対する理解が少ない。（製造）

・加工向けとして、安定調達ができない。（製造）

・主にダイスカットを使用しているが、今後はスライスなど別
のカットも模索中。価格面は多少高いものの品質に大き
な差異は見受けられない。一方で冷凍は供給が追い付
いていない。コスト・生産量は皮むきに手がかかる面がマ
イナス。（製造）

・作柄により業務加工用の供給量が増減し、安定した供
給が保証出来ていない。（卸売）

・製造所の近郊産地で早生品種ではなく、大玉・水分値
の低い物を希望している。（製造）
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値段が高い 

ロットが確保できない

安定供給性に欠ける 

取引先(消費者)が求めていない 

輸入たまねぎの方が品質・味が良い

輸入たまねぎの付加価値(原産地、機能性など)

国内で生産されていない品種がほしい

災害等のリスク分散 

特になし

国産たまねぎを使用するにあたっての課題
(n=10,複数選択可)

国産への切り替え(2/2)
たまねぎ
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主要７品目全体を通してみると、産地側
では、産地と一次加工などの情報連携により、
生産・加工のそれぞれの段階において、加工・
業務用で求められる規格（サイズなど）の
野菜を増産することが、実需側では、マーケッ
トインの観点で市場が求める形態を把握し、
加工の段階において、ニーズに応じたカッ
トや冷凍などの加工に対応することが必要
であるとの知見が得られた。また、輸入品
との品質・価格面で差がある品目について
は、産地と一次加工における作業の自動化、
加工品の異物混入防止・検知・除去などの
精度向上などの生産効率向上といった取組
が必要であるとの知見が得られた。
これらを踏まえ、品目ごとの国産シェア
奪還に向けた対策については、増産と貯蔵
による通年供給の観点から、例えばかぼ
ちゃでは、生産適期の夏季に増産を行うと
ともに、冷蔵での長期保存を行い、12月
から６月にかけての国内卸売量が少ない時
期に供給できる体制を整えることが必要だ
と考えられた。
また、一次加工や冷凍などの加工体制を
強化する観点から、例えばたまねぎでは、
近年、国産品と輸入品の価格差が小さく
なってきているため、「剥

む

きたまねぎ」加

工に対応する体制を整え、加工業者が必要
とする用途で提供すること、ブロッコリー
では、国産品と輸入品の価格差が大きくな
いため、花

か

蕾
らい

を小房状にカットするフロー
レットカット加工に対応する体制を整え、
加工業者が必要とする用途で提供するこ
と、ほうれんそうでは、夏季に生産可能な
産地を増やすことや、国産品と輸入品の価
格差はあるものの、ニーズがあるため、冷
凍やカット加工施設を併設した産地を増や
すことが必要だと考えられた。
さらに、業務用サイズなどの生産体制を強
化する観点から、にんじんでは、実需者が求
める加工・業務用の野菜規格に対応した生産
を行うことや、需要に応じた加工に対応でき
る機械を所有した加工場を整えること、ねぎ
では、冬季に生産可能な産地を増やすことや
（生鮮）、市場外調達が少ない状況にあるため、
価格の引き下げなどにより契約栽培を増や
し、周年で安定供給できる体制を整えること、
えだまめでは、輸入品が９割を占めるため、
まずは夏季での国産品の生産を増やすこと
や、市場外調達が少ない状況にあるため、価
格の引き下げなどにより契約栽培を増やし、
周年で安定供給できる体制を整えることが必
要だと考えられた（図２）。

まとめ
７品目を横断してみると、以下のような対策が必要だと考えられる。

１．増産と貯蔵による
通年供給 かぼちゃ

 生産適期の夏季に増産を行うとともに、冷蔵での長期保存を行い、12
月から６月にかけての国内卸売量が少ない時期に供給できる体制を整
える。

品目 国産シェア奪還に向けた対策

２．一次加工や冷凍などの
加工体制を強化

たまねぎ
 近年、国産品と輸入品の価格差が小さくなってきているため、「剥きたま
ねぎ」加工に対応する体制を整え、加工業者が必要とする用途で提供
する。

ブロッコリー  国産品と輸入品の価格差が大きくないため、フローレットカット加工に対
応する体制を整え、加工業者が必要とする用途で提供する。

３．業務用サイズなどの
生産体制の強化 ねぎ

 生鮮では冬季に生産可能な産地を増やす。
 市場外調達が少ない状況にあるため、価格の引き下げ等による契約栽
培を増やし、周年で安定供給できる体制を整える。

えだまめ
 輸入品が９割を占めるため、まずは夏季での国産品の生産を増やす。
 市場外調達が少ない状況にあるため、価格の引き下げ等による契約栽
培を増やし、周年で安定供給できる体制を整える。

ほうれんそう
 夏季に生産可能な産地を増やす。
 国産品と輸入品の価格差があるもののニーズがあるため、冷凍やカット加
工施設を併設した産地を増やす。

にんじん  実需者が求める加工・業務用の野菜規格に対応した生産を行う。
 需要に応じた加工に対応できる機械を所有した加工場を整える。

図２　品目ごとの国産シェア奪還に向けた対策のまとめ

資料：令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向けたサプライチェーン強靱化のための品目別課題調査
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次に、加工・業務用野菜の産地形成への
取組について、本事業でアンケートを行っ
たところ、18の企業から回答があり、その
うち「産地形成支援に興味がある」と回答
した割合は83％であった（図３）。また、
産地形成を既に実施している企業からは、
実施に至ったきっかけとして「安心できる
品質基準の設定」「対応の迅速さ」という
声が挙げられた。
最後に、冷凍野菜の製造・出荷などに求
められる課題などについて整理した。冷凍
野菜の国内生産量は2023年において3.6万
トンであり、10年前と比べて４割以上減少
している（表）。また、冷凍野菜の輸入量

は増加している状況であるが、輸入単価の
上昇により、国産品と輸入品の価格差が縮
小傾向にあることから、国内の冷凍加工対
応の強化に向けた取組の検討を行った。
具体的な取組としては、第一に「大規模
化によるコスト低減」が挙げられた。これ
は、複数の産地や実需者が連携し、実需者
が求める形態へ加工するための共同利用施
設を整備することで可能となるものであ
る。また、第二に「品質向上」が挙げられ
た。これは、ブランチングや急速冷凍方法、
異物除去技術を向上させることにより可能
となると考えられ、これにより輸入品との
差別化が期待できるものである。

４　シンポジウムの概要

これらの調査結果をまとめた冊子を基
に、令和７年３月10日（月）に「加工・
業務用野菜における国産シェア奪還に向け
て」をオンラインにて開催し、174人（食
品製造業、食品卸売業、食品小売業、外食
産業、生産者、農業法人、JA、自治体など）
が参加した。
国産シェア奪還のための具体策などにつ

いて、石川県立大学の小林茂典名誉教授か
ら基調講演いただくとともに、国産シェア
奪還に向けた取組などの事例発表として、
実需側からは、デリカフーズホールディン
グス株式会社の大﨑善保氏、生産側からは、
有限会社四位農園の四位栄介氏に登壇いた
だいた。その後、基調講演・登壇いただい
た３者と農林水産省とで「なぜ国産の加
工・業務用野菜が選択されないのか、国産
品の選択においてはどのような障壁があっ

表　冷凍野菜の国内生産量の推移

資料：�令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向けた
サプライチェーン強靱化のための品目別課題調査

図３　産地形成支援の興味の有無

資料：�令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に向けた
サプライチェーン強靱化のための品目別課題調査
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たか、国産シェア奪還のために日本の産地
や卸、食品加工、外食業者は何ができるの
か」などの内容をテーマに、パネルディス
カッションを行った（図４）。
パネリストからは、実需側の視点で、
・�国産野菜へ切り替えるメリットを顧客に
具体的に提案（消費期限の延長や安全
性・衛生面での優位性を強調するなど）
するとともに、国産野菜の旬や質の良さ
（フレッシュ野菜の風味や栄養価の優位
性、地域特性を活かした独自の品種や栽
培方法などを前面に出すなど）により差
別化を図ることで、付加価値を創出する
必要がある。
・�国産野菜の価値を発信するために、国を
挙げてテレビ番組やSNSなど多様なメ
ディアを活用し、旬の野菜の魅力や栄養
価、生産者のストーリーなどを継続的に
発信することが重要。そうすることで、
消費者の関心が高まり、多角的な価値観
（価格だけでなく、食の安全性、環境へ
の配慮、地域経済への貢献など）の醸成
にもつながる。
・�業界全体で連携し、国産野菜の価値向上
と消費拡大を推進する。生産者、流通業
者、小売業者、外食産業など、サプライ
チェーン全体で一貫したメッセージを発
信し、国産野菜の魅力を多面的に伝える
取組を展開することが重要である。
などの意見があった。また、生産側の視点
では、
・�農産物の安定供給を実現するための多角
的なアプローチ（気候変動や自然災害の
リスクを考慮した生産計画の立案、多品
種栽培によるリスク分散、IoT技術を活用
した精密農業の導入など）を実施するべ
き。

・�品質基準や納品スケジュールの調整、情
報共有システムの構築など、生産者と加
工業者が密接に連携し、考え方を合わせ
ることで、一貫した供給体制の確立が可
能となる。
・�革新的な取組（複数の生産者と加工業者
が連携した広域的な生産・供給体制の構
築、AIを活用した需給予測システムの導
入など）を推進することで、新しい連携
モデルを構築すべき。
・�産地見学ツアー、消費者参加型の収穫イ
ベント、SNSを活用した交流、定期的
な意見交換会や共同プロジェクトなどの
実施により、生産者側の抱える見解や課
題、取組について実需者や消費者へ積極
的に発信し共有することで、相互理解と
信頼関係を深めることが重要である。
などの意見があった。
さらに、学術的視点では、
・�生育予測システムを活用した生育・作柄
情報を関係者間で共有することが重要。
AI技術やビッグデータ解析を活用し、よ
り精度の高い生育予測を実現すれば、計
画的な生産・出荷調整が可能となり、需
給バランスの安定化につながる。
・�一時貯蔵や冷凍確保を行い、必要な品質
形態での現物確保を図りつつ、最新の貯
蔵技術や冷凍技術を導入し、品質劣化を
最小限に抑えつつ長期保存を可能にすれ
ば、需給変動に柔軟に対応できる体制が
構築できる。
・�天候不順などのリスクに備え、計画生産
量に加えて一定の余裕を持たせた作付け
を行い、余剰分は加工用途や新商品開発
に活用するなど、効率的な運用を図るべき。
・�施設共同利用を含めた関係者の連携・行
動調整が求められる。生産者や加工業者
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が共同で利用できる施設を整備し、稼働
率の向上とコスト削減を実現するととも
に、関係者間で定期的な情報交換会を開
催し、需給動向や課題を共有することが
必要。
・�異常気象の発生頻度増加を考慮した安定
供給の仕組み作りが必要。気候変動に強
い品種の開発・導入、複数産地での分散
栽培、ハウス栽培の拡大など、リスク分
散と安定供給を両立させる取組を推進す
べき。
などの意見があった。

５　今後の方向性

「国産シェア奪還」という理念そのもの
は広く賛同を得られるが、実行に移すに当
たっては１者では解決不可能な課題がある
ため、関係者間の協力が不可欠であり、地
域間や企業間の連携を強化し、リスク分散
や効率化を図ることで、安定供給体制の構
築を目指す必要がある。また、その過程で
生じた課題や課題克服の成功事例などを他
の地域や実需者などが参考にできるよう共
有する体制を整備することで、国産シェア
奪還の実現可能性を高めていくことが重要
となっている。
農林水産省としては、本年４月に閣議決
定された「食料・農業・農村基本計画」で

は、加工・業務用野菜の国産シェアを拡大・
奪還していく観点から、産地育成や流通の
合理化、サプライチェーン強靱化に取り組
み、周年安定供給体制の構築を図っていく
こととしたところである。
本調査の成果物や、令和６年４月に立ち
上げた「国産野菜シェア奪還プロジェク
ト」における生産者と実需者などのマッチ
ング・勉強会などの各種活動、あるいは予
算事業などを組み合わせながら、加工・業
務用野菜の国産シェア奪還に向けて、生産
から消費までの各段階における国産野菜活
用の取組を後押ししていく。具体的には、
令和７年度においては生産者・実需者それ
ぞれの個別課題把握の意見交換、その課題
解決につなげる勉強会や、全国・地域別の
マッチングなどの取組を進めることとして
いるところである。
国民が安心して安定的に野菜を食べられ
る体制づくりを皆さまと一緒に考えなが
ら、消費者ニーズに応えつつ、生産者や実
需者の持続可能性も確保できるような総合
的な取組を今後も支援してまいりたい。
本調査が、皆さまにとって加工・業務用
野菜の生産・活用の検討の一助となること
を強く期待する。

（参考）
〇�令和６年度加工・業務用野菜の国産シェア奪還に
向けたサプライチェーン強靱化のための品目別課
題調査

　�ht tps ://www.maf f .go . jp/ j/
seisan/ryutu/engei/attach/pdf/
kokusan_shea_dakkan-80.pdf

〇�シンポジウム「加工・業務用野菜における国産
シェア奪還に向けて」アーカイブ動画（公開は令
和８年３月末まで）

　�https://www.youtube.com/
watch?v=UXKoW2nZ2c4

図４　パネルディスカッションの様子
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